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議案第４５号 

令和 5 年度 河南町国民健康保険特別会計予算 

 

 令和５年度河南町国民健康保険特別会計の予算は、次に定めるところによる。 

 

 （歳入歳出予算） 

第１条 歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ１，８６９，９２５千円と定める。 

２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表歳入歳出予算」による。 

 

（一時借入金） 

第２条 地方自治法第２３５条の３第２項の規定による一時借入金の借入れの最高額は、１５０，０００千円と定める。 

 

 （歳出予算の流用） 

第３条 地方自治法第２２０条第２項ただし書の規定により歳出予算の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定 

める。 

（１）保険給付費の各項に計上された予算額に過不足を生じた場合における款内でのこれらの経費の各項間の流用 

 

 

 

   令和５年３月７日提出 

河 南 町 長  森  田  昌  吾 
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第１表　歳入歳出予算

　歳　入
（単位：千円）

1. 国 民 健 康 保 険 料 376,974

1. 国 民 健 康 保 険 料 376,974

2. 一 部 負 担 金 4

1. 一 部 負 担 金 4

3. 分 担 金 及 び 負 担 金 2

1. 分 担 金 1

2. 負 担 金 1

4. 使 用 料 及 び 手 数 料 33

2. 手 数 料 33

5. 国 庫 支 出 金 65

2. 国 庫 補 助 金 65

6. 府 支 出 金 1,332,223

1. 府 補 助 金 1,332,223

7. 財 産 収 入 6

1. 財 産 運 用 収 入 6

8. 繰 入 金 159,601

1. 他 会 計 繰 入 金 159,129

2. 基 金 繰 入 金 472

款 項 金　　　　　　額
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（単位：千円）

9. 繰 越 金 1

1. 繰 越 金 1

10. 諸 収 入 1,016

1. 延 滞 金 、 加 算 金 及 び 過 料 5

3. 雑 入 1,011

1,869,925 歳　　　　　　入　　　　　　合　　　　　　計 

款 項 金　　　　　　額
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　歳　出
（単位：千円）

1. 総 務 費 43,890

1. 総 務 管 理 費 39,487

2. 徴 収 費 4,246

3. 運 営 協 議 会 費 157

2. 保 険 給 付 費 1,317,410

1. 療 養 諸 費 1,136,535

2. 高 額 療 養 費 170,700

3. 移 送 費 75

4. 出 産 育 児 諸 費 6,500

5. 葬 祭 諸 費 1,100

6. 精 神 ・ 結 核 医 療 給 付 費 2,500

3. 国 民 健 康 保 険 事 業 費 納 付 金 484,968

1. 医 療 給 付 費 分 334,831

2. 後 期 高 齢 者 支 援 金 等 分 109,142

3. 介 護 納 付 金 分 40,995

5. 共 同 事 業 拠 出 金 1

1. 共 同 事 業 拠 出 金 1

6. 保 健 事 業 費 21,026

款 項 金　　　　　　額
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（単位：千円）

1. 特 定 健 康 診 査 等 事 業 費 18,255

2. 保 健 事 業 費 2,771

7. 基 金 積 立 金 6

1. 基 金 積 立 金 6

8. 諸 支 出 金 1,602

1. 償 還 金 及 び 還 付 加 算 金 1,601

2. 延 滞 金 1

9. 公 債 費 22

1. 公 債 費 22

10. 予 備 費 1,000

1. 予 備 費 1,000

1,869,925 歳　　　　　　出　　　　　　合　　　　　　計 

款 項 金　　　　　　額
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（歳　　入） （単位：千円）

1. 国 民 健 康 保 険 料 376,974 393,147 △16,173

2. 一 部 負 担 金 4 4 0

3. 分 担 金 及 び 負 担 金 2 2 0

4. 使 用 料 及 び 手 数 料 33 33 0

5. 国 庫 支 出 金 65 0 65

6. 府 支 出 金 1,332,223 1,337,566 △5,343

7. 財 産 収 入 6 30 △24

8. 繰 入 金 159,601 169,231 △9,630

9. 繰 越 金 1 1 0

10. 諸 収 入 1,016 1,015 1

1,869,925 1,901,029 △31,104

１.　総　　括

歳 入 歳 出 予 算 事 項 別 明 細 書

款 比　　　較本 年 度 予 算 額 前 年 度 予 算 額

歳　　入　　合　　計
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（歳　　出） （単位：千円）

1. 総 務 費 43,890 44,579 △689 187 43,504 199

2. 保 険 給 付 費 1,317,410 1,320,440 △3,030 1,313,077 4,333

3. 国 民 健 康 保 険 事 業 費 納 付 金 484,968 518,877 △33,909 65 106,909 377,994

5. 共 同 事 業 拠 出 金 1 1 0 1

6. 保 健 事 業 費 21,026 14,476 6,550 18,959 2,067

7. 基 金 積 立 金 6 30 △24 6

8. 諸 支 出 金 1,602 1,604 △2 1,298 304

9. 公 債 費 22 22 0 22

10. 予 備 費 1,000 1,000 0 1,000

1,869,925 1,901,029 △31,104 1,332,288 159,139 378,498

特　　定　　財　　源

国府支出金

歳　　出　　合　　計

地方債 その他
一般財源

款 比　　　較本年度予算額前年度予算額

本 年 度 予 算 額 の 財 源 内 訳
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(款) 1.国民健康保険料 (項) 1.国民健康保険料 （単位：千円）

 1. 一般被保険者国 376,271 392,444 △16,173  1. 医療給付費 257,639 一般被保険者国民健康保険料 257,639

民 健 康 保 険 料 分 現 年 分

 2. 後期高齢者 82,074 一般被保険者後期高齢者支援保険料 82,074

支援金分現

年 分

 3. 介護納付金 25,058 一般被保険者介護保険料 25,058

分 現 年 分

 4. 医療給付費 9,000 一般被保険者国民健康保険料 9,000

分滞納繰越

分

 5. 後期高齢者 1,500 一般被保険者後期高齢者支援保険料 1,500

支援金分滞

納 繰 越 分

 6. 介護納付金 1,000 一般被保険者介護保険料 1,000

分滞納繰越

分

 2. 退職被保険者等 703 703 0  1. 医療給付費 1 退職被保険者等国民健康保険料 1

国民健康保険料 分 現 年 分

 2. 後期高齢者 1 退職被保険者等後期高齢者支援保険料 1

支援金分現

年 分

 3. 介護納付金 1 退職被保険者等介護保険料 1

分 現 年 分

 4. 医療給付費 500 退職被保険者等国民健康保険料 500

分滞納繰越

分

国民健康保険特別会計

金　　額区　　分
目

2.  歳　入

本　年　度 説　　                  明前　年　度 比　較
節
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(款) 1.国民健康保険料 (項) 1.国民健康保険料 （単位：千円）

 5. 後期高齢者 100 退職被保険者等後期高齢者支援保険料 100

支援金分滞

納 繰 越 分

 6. 介護納付金 100 退職被保険者等介護保険料 100

分滞納繰越

分

376,974 393,147 △16,173

(款) 2.一部負担金 (項) 1.一部負担金

 1. 一般被保険者一 2 2 0  1. 現 年 分 1 一般被保険者一部負担金 1

部 負 担 金  2. 滞納繰越分 1 一般被保険者一部負担金 1

 2. 退職被保険者等 2 2 0  1. 現 年 分 1 退職被保険者等一部負担金 1

一 部 負 担 金  2. 滞納繰越分 1 退職被保険者等一部負担金 1

4 4 0

(款) 3.分担金及び負担金 (項) 1.分担金

 1. 分 担 金 1 1 0  1. 分 担 金 1 分担金 1

1 1 0

(款) 3.分担金及び負担金 (項) 2.負担金

 1. 負 担 金 1 1 0  1. 負 担 金 1 負担金 1

1 1 0

(款) 4.使用料及び手数料 (項) 2.手数料

 1. 総 務 手 数 料 3 3 0  1. 証明手数料 3 証明手数料 3

 2. 督 促 手 数 料 30 30 0  1. 督促手数料 30 督促手数料 30

33 33 0計

計

計

計

計

目 本　年　度 説　　                  明前　年　度 比　較
節

金　　額区　　分
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(款) 5.国庫支出金 (項) 2.国庫補助金

 5. 出産育児一時金 65 0 65  1. 出産育児一 65 出産育児一時金補助金 65

補 助 金 時金補助金

65 0 65

(款) 6.府支出金 (項) 1.府補助金

 1. 保険給付費等交 1,330,623 1,335,966 △5,343  1. 普通交付金 1,323,415 保険給付費等交付金 1,323,415

付 金  2. 特別交付金 7,208 保険者努力支援分 3,000

特別調整交付金分 1

府繰入金（２号分） 1

特定健診等負担金 4,206

 3. 事業助成補助金 1,600 1,600 0  3. 老人等医療 1,600 老人等医療費助成事業補助金 1,600

費助成事業

補 助 金

1,332,223 1,337,566 △5,343

(款) 7.財産収入 (項) 1.財産運用収入

 2. 利子及び配当金 6 30 △24  1. 預 金 利 子 6 財政調整基金積立金預金利子 6

6 30 △24

(款) 8.繰入金 (項) 1.他会計繰入金

 1. 一般会計繰入金 159,129 160,000 △871  1. 職員給与費 43,119 職員給与費等繰入金 43,119

等 繰 入 金

 2. 出産育児一 4,333 出産育児一時金繰入金 4,333

時金繰入金

 3. 財政安定化 3,461 財政安定化支援事業繰入金 3,461

支援事業繰

入 金

 4. その他一般 1,600 地方単独事業国庫負担金減額相当分等 1,600

会計繰入金

国民健康保険特別会計

計

計

計
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(款) 8.繰入金 (項) 1.他会計繰入金 （単位：千円）

 5. 保険基盤安 70,031 保険基盤安定繰入金(保険料軽減分) 70,031

定 繰 入 金 (

保険料軽減

分 )

 6. 保険基盤安 35,501 保険基盤安定繰入金(保険者支援分) 35,501

定 繰 入 金 (

保険者支援

分 )

 8. 未就学児均 1,084 未就学児均等割保険料繰入金 1,084

等割保険料

繰 入 金

159,129 160,000 △871

(款) 8.繰入金 (項) 2.基金繰入金

 1. 財政調整基金繰 472 9,231 △8,759  1. 財政調整基 472 財政調整基金繰入金 472

入 金 金 繰 入 金

472 9,231 △8,759

(款) 9.繰越金 (項) 1.繰越金

 2. そ の 他 繰 越 金 1 1 0  1. その他繰越 1 繰越金 1

金

1 1 0

(款)10.諸収入 (項) 1.延滞金、加算金及び過料

 1. 一般被保険者延 1 1 0  1. 一般被保険 1 一般被保険者延滞金 1

滞 金 者 延 滞 金

 2. 退職被保険者等 1 1 0  1. 退職被保険 1 退職被保険者等延滞金 1

延 滞 金 者等延滞金

計

計

計

目 本　年　度 説　　                  明前　年　度 比　較
節

金　　額区　　分
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 3. 一般被保険者加 1 1 0  1. 一般被保険 1 一般被保険者加算金 1

算 金 者 加 算 金

 4. 退職被保険者等 1 1 0  1. 退職被保険 1 退職被保険者等加算金 1

加 算 金 者等加算金

 5. 過 料 1 1 0  1. 過 料 1 過料 1

5 5 0

(款)10.諸収入 (項) 3.雑入

 1. 滞 納 処 分 費 1 1 0  1. 滞納処分費 1 滞納処分費 1

 2. 弁 償 金 1 1 0  1. 弁 償 金 1 弁償金 1

 5. 一般被保険者第 1,000 1,000 0  1. 一般被保険 1,000 一般被保険者第三者納付金 1,000

三 者 納 付 金 者第三者納

付 金

 6. 退職被保険者等 1 1 0  1. 退職被保険 1 退職被保険者等第三者納付金 1

第 三 者 納 付 金 者等第三者

納 付 金

 7. 一般被保険者返 1 1 0  1. 一般被保険 1 一般被保険者資格喪失後受診等返納金 1

納 金 者 返 納 金

 8. 退職被保険者等 1 1 0  1. 退職被保険 1 退職被保険者等資格喪失後受診等返納金 1

返 納 金 者等返納金

12. 雑 入 6 5 1  1. 雑 入 6 雑入 1

雇用保険等受入金 4

指定公費受入金 1

1,011 1,010 1

国民健康保険特別会計

計

計
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(款) 1.総務費 (項) 1.総務管理費 （単位：千円）

 1. 一般管理費 38,903 39,481 △578 187 38,517 199  1. 報 酬 427 レセプト点検員等報酬 427

 2. 給 料 16,407 職員 16,407

　5人

 3. 職員手当等 11,293 職員　管理職手当 576

職員　扶養手当 474

職員　地域手当 1,048

職員　住居手当 672

職員　通勤手当 973

職員　時間外勤務手当 409

職員　期末手当 3,709

職員　勤勉手当 3,132

職員　児童手当 300

 4. 共 済 費 5,853 職員　共済組合 5,853

 8. 旅 費 101 費用弁償 12

管内旅費 89

10. 需 用 費 908 消耗品費 142

　ファイル等 89

　国保事務提要追録他 11

　法令・薬価基準・参考図書 42

印刷製本費 766

　国保被保険者証 766

11. 役 務 費 1,694 通信運搬費　郵便料 1,170

第三者行為求償事務手数料 299

3.  歳　出

区　　分
説　　   明前 年 度 比 較

本 年 度 の 財 源 内 訳    

特　定　財　源
一般財源

目 本 年 度
金   額

国府支出金 地方債 その他

節
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出産育児一時金直接支払手数

料 4

国保情報集約システム手数料 221

12. 委 託 料 2,182 国保システム保守委託料 231

保険者事務共同電算委託料 1,951

13. 使用料及び 4 ライセンス使用料 4

賃 借 料

18. 負担金補助 34 口座振込手数料負担金 34

及び交付金

 2. 国民健康保 584 579 5 584 18. 負担金補助 584 大阪府国民健康保険団体連合

険団体連合 及び交付金 会負担金 584

会 負 担 金

39,487 40,060 △573 187 39,101 199

(款) 1.総務費 (項) 2.徴収費

 1. 賦課徴収費 4,246 4,362 △116 4,246  3. 職員手当等 447 職員　時間外勤務手当 447

10. 需 用 費 898 燃料費 52

　公用車ガソリン等 52

印刷製本費 846

　納付書等印刷 846

11. 役 務 費 1,113 通信運搬費　郵便料 974

口座振替等手数料 135

調査等手数料 4

12. 委 託 料 349 コンビニ収納代行業務委託料 349

13. 使用料及び 3 有料道路通行料及び駐車場使

賃 借 料 用料 3

国民健康保険特別会計

計
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(款) 1.総務費 (項) 2.徴収費 （単位：千円）

18. 負担金補助 1,436 ペイジーサービス使用負担金 131

及び交付金 電子計算機器使用負担金 665

伝送サービス使用負担金 128

大阪府域地方税徴収機構負担

金 289

コンビニ収納データ処理業務

負担金 223

4,246 4,362 △116 4,246

(款) 1.総務費 (項) 3.運営協議会費

 1. 運営協議会 157 157 0 157  1. 報 酬 98 国保運営協議会委員報酬 98

費 10. 需 用 費 3 食糧費 3

　会議等賄 3

11. 役 務 費 56 運営協議会会議録筆耕翻訳料 56

157 157 0 157

(款) 2.保険給付費 (項) 1.療養諸費

 1. 一般被保険 1,119,195 1,120,000 △805 1,119,195 18. 負担金補助 1,119,195 一般被保険者療養給付費 1,119,195

者療養給付 及び交付金

費

 2. 退職被保険 690 1,380 △690 690 18. 負担金補助 690 退職被保険者等療養給付費 690

者等療養給 及び交付金

付 費

計

計

節

区　　分
国府支出金 地方債 その他

本 年 度 前 年 度 比 較目
金   額

本 年 度 の 財 源 内 訳    

一般財源
特　定　財　源 説　　   明
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 3. 一般被保険 14,000 16,000 △2,000 14,000 18. 負担金補助 14,000 一般被保険者療養費 14,000

者 療 養 費 及び交付金

 4. 退職被保険 10 20 △10 10 18. 負担金補助 10 退職被保険者等療養費 10

者等療養費 及び交付金

 5. 審査支払手 2,640 2,540 100 2,640 11. 役 務 費 2,640 医療費審査支払手数料 2,600

数 料 レセプト電算処理システム手

数料 40

1,136,535 1,139,940 △3,405 1,136,535

(款) 2.保険給付費 (項) 2.高額療養費

 1. 一般被保険 170,000 170,100 △100 170,000 18. 負担金補助 170,000 一般被保険者高額療養費 170,000

者高額療養 及び交付金

費

 2. 退職被保険 100 200 △100 100 18. 負担金補助 100 退職被保険者等高額療養費 100

者等高額療 及び交付金

養 費

 3. 一般被保険 500 500 0 500 18. 負担金補助 500 一般被保険者高額介護合算療

者高額介護 及び交付金 養費 500

合算療養費

 4. 退職被保険 100 100 0 100 18. 負担金補助 100 退職被保険者等高額介護合算

者等高額介 及び交付金 療養費 100

護合算療養

費

170,700 170,900 △200 170,700

国民健康保険特別会計

計

計
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(款) 2.保険給付費 (項) 3.移送費 （単位：千円）

 1. 一般被保険 50 50 0 50 18. 負担金補助 50 一般被保険者移送費 50

者 移 送 費 及び交付金

 2. 退職被保険 25 50 △25 25 18. 負担金補助 25 退職被保険者等移送費 25

者等移送費 及び交付金

75 100 △25 75

(款) 2.保険給付費 (項) 4.出産育児諸費

 1. 出産育児一 6,500 6,300 200 2,167 4,333 18. 負担金補助 6,500 出産育児一時金 6,500

時 金 及び交付金

6,500 6,300 200 2,167 4,333

(款) 2.保険給付費 (項) 5.葬祭諸費

 1. 葬 祭 費 1,100 1,100 0 1,100 18. 負担金補助 1,100 葬祭費 1,100

及び交付金

1,100 1,100 0 1,100

(款) 2.保険給付費 (項) 6.精神・結核医療給付費

 1. 精神・結核 2,500 2,100 400 2,500 18. 負担金補助 2,500 精神・結核医療給付金 2,500

医療給付金 及び交付金

2,500 2,100 400 2,500

計

計

計

計

特　定　財　源 説　　   明

節

区　　分
国府支出金 地方債 その他

本 年 度 前 年 度 比 較目
金   額

本 年 度 の 財 源 内 訳    

一般財源
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(款) 3.国民健康保険事業費納付金 (項) 1.医療給付費分

 1. 一般被保険 334,581 370,589 △36,008 65 66,607 267,909 18. 負担金補助 334,581 一般被保険者医療給付費分 334,581

者医療給付 及び交付金

費 分

 2. 退職被保険 250 500 △250 250 18. 負担金補助 250 退職被保険者等医療給付費分 250

者等医療給 及び交付金

付 費 分

334,831 371,089 △36,258 65 66,607 268,159

(款) 3.国民健康保険事業費納付金 (項) 2.後期高齢者支援金等分

 1. 一般被保険 109,087 106,563 2,524 25,466 83,621 18. 負担金補助 109,087 一般被保険者後期高齢者支援

者後期高齢 及び交付金 金等分 109,087

者支援金等

分

 2. 退職被保険 55 101 △46 55 18. 負担金補助 55 退職被保険者等後期高齢者支

者等後期高 及び交付金 援金等分 55

齢者支援金

等 分

109,142 106,664 2,478 25,466 83,676

(款) 3.国民健康保険事業費納付金 (項) 3.介護納付金分

 1. 介護納付金 40,995 41,124 △129 14,836 26,159 18. 負担金補助 40,995 介護納付金分 40,995

分 及び交付金

40,995 41,124 △129 14,836 26,159
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(款) 5.共同事業拠出金 (項) 1.共同事業拠出金 （単位：千円）

 3. 共同事業拠 1 1 0 1 18. 負担金補助 1 退職者年金リスト作成負担金 1

出 金 及び交付金

1 1 0 1

(款) 6.保健事業費 (項) 1.特定健康診査等事業費

 1. 特定健康診 18,255 11,260 6,995 16,188 2,067  1. 報 酬 1,593 会計年度職員報酬 1,192

査等事業費 栄養士報酬 401

 3. 職員手当等 155 会計年度職員　期末手当 155

 4. 共 済 費 267 会計年度職員　健康保険等 267

 8. 旅 費 86 費用弁償 86

10. 需 用 費 342 消耗品費 48

　事務用品等 48

印刷製本費 294

　封筒等印刷 294

11. 役 務 費 415 通信運搬費　郵便料 415

12. 委 託 料 15,385 交通整理委託料 209

医療機関健診等委託料 10,237

保険者事務共同電算委託料 379

個別運動指導委託料 266

特定健康診査等実施計画策定

委託料 4,294

18. 負担金補助 12 国保連合会保健師負担金 9

及び交付金 国保連合会機器利用負担金 3

18,255 11,260 6,995 16,188 2,067計

国府支出金 地方債 その他

本 年 度 前 年 度

計

比 較目
金   額

本 年 度 の 財 源 内 訳    

一般財源
特　定　財　源 説　　   明

節

区　　分
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(款) 6.保健事業費 (項) 2.保健事業費

 1. 保健衛生普 937 947 △10 937 10. 需 用 費 187 消耗品費 50

及 費 　ファイル等 50

印刷製本費 137

　啓発用冊子等 137

11. 役 務 費 750 通信運搬費　郵便料 750

 2. 疾病予防費 1,834 1,769 65 1,834  1. 報 酬 71 栄養士報酬 71

10. 需 用 費 30 消耗品費 30

　事務用品等 30

11. 役 務 費 8 通信運搬費　郵便料 8

12. 委 託 料 1,725 人間ドック(簡易)検診委託

料 1,725

×. 健康世帯等 0 500 △500    廃　目

表 彰 費

2,771 3,216 △445 2,771

(款) 7.基金積立金 (項) 1.基金積立金

 1. 財政調整基 6 30 △24 6 24. 積 立 金 6 財政調整基金預金利子積立金 6

金 積 立 金

6 30 △24 6

(款) 8.諸支出金 (項) 1.償還金及び還付加算金

 1. 一般被保険 1,500 1,500 0 1,218 282 22. 償還金利子 1,500 一般被保険者保険料還付金 1,500

者保険料還 及び割引料

付 金

国民健康保険特別会計
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(款) 8.諸支出金 (項) 1.償還金及び還付加算金 （単位：千円）

 2. 退職被保険 80 100 △20 80 22. 償還金利子 80 退職被保険者等保険料還付金 80

者等保険料 及び割引料

還 付 金

 4. 一般被保険 10 1 9 10 22. 償還金利子 10 一般被保険者還付加算金 10

者還付加算 及び割引料

金

 5. 退職被保険 10 1 9 10 22. 償還金利子 10 退職被保険者等還付加算金 10

者等還付加 及び割引料

算 金

 6. 保険給付費 1 1 0 1 22. 償還金利子 1 交付金返還金 1

等交付金償 及び割引料

還 金

1,601 1,603 △2 1,298 303

(款) 8.諸支出金 (項) 2.延滞金

 1. 延 滞 金 1 1 0 1 22. 償還金利子 1 延滞金 1

及び割引料

1 1 0 1

(款) 9.公債費 (項) 1.公債費

 2. 利 子 22 22 0 22 22. 償還金利子 22 一時借入金利子 22

及び割引料

22 22 0 22

本 年 度 前 年 度

計

計

計

特　定　財　源 説　　   明

節

区　　分
国府支出金 地方債 その他

比 較目
金   額

本 年 度 の 財 源 内 訳    

一般財源
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(款)10.予備費 (項) 1.予備費

 1. 予 備 費 1,000 1,000 0 1,000 予備費 1,000

1,000 1,000 0 1,000

国民健康保険特別会計

計
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給  与  費  明  細  書 

（1） 総 括 

区 分 
職員数 

（人） 

給    与    費 共 済 費 

（千円） 

合   計 

（千円） 報酬 （千円） 給料 （千円） 職員手当（千円） 計  （千円） 

本年度 ５  １６，４０７ １１，７４０ ２８，１４７ ５，８５３ ３４，０００ 

前年度 ５  １７，１６６ １１，２５１ ２８，４１７ ５，８００ ３４，２１７ 

比 較 ０  △７５９ ４８９ △２７０ ５３ △２１７ 

 

                                                   （単位：千円） 

職員手当 

の 内 訳 

区  分 扶養手当 地域手当 
管 理 職 

手  当 
通勤手当 住居手当 

特殊勤務 

手  当 

時 間 外 

勤務手当 

期末勤勉

手  当 

児童 

手当 

本年度 474 1,048 576 973 672 0 856 6,841 300 

前年度 396 1,089 576 443 672 0 837 6,938 300 

比較 78 △41 0 530 0 0 19 △97 0 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

187



国民健康保険特別会計 

 

 

（2） 給料及び職員手当の増減の明細 

区 分 増減額（千円） 増減事由別内訳（千円） 説   明 備   考 

給  料 △７５９ 

１．給与改定に 

  伴う増減分 
１０５ 

（令和４年度当初予算の「現員」

に係る給料計上額－退職した者

に係る計上分）×給料改定率  

給与改定状況 

給料の改定率 ０．６６％ 

実施時期   令和４年４月 

 

２．昇給に 

伴う増加分 

 

３９６ 昇給間差額×１２月 
平均昇給率 ２．４９％ 

 

３．その他の 

増減分 
△１，２６０ 

(1)新陳代謝等に係る増減分 

△９７２千円 

 

(2)昇格に伴う増加分 

１０６千円 

(3)その他        

△３９４千円 

職員の異動の状況 

 

 

 

現に在 

職する 

職員数 

 

その他 

 

 

計 

 

本年度 

 

前年度 

 

比 較 

２人 

 

３人 

 

△１人 

 ３人 

 

 ２人 

 

１人 
 

５人 

 

５人 

 

０人 

    

職員手当 ４８９ 

１．制度改正に

伴う増減分 
１５７ 

 

 

 

期末勤勉手当 

１５７千円 

 

 

手当改定の状況 

期末勤勉手当４．３月→４．４月 

 

実施時期  

期末勤勉手当 令和５年６月 

 

２．その他の増

減分 
３３２ 

 

新陳代謝等に係る増減分 

３２２千円 

その他 

１０千円 
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(3) 給料及び職員手当の状況 

ア．職員 1 人当たりの給与 

区    分 一般行政職 

令和 5 年 4 月 1 日現在 

平均給料月額    271,780 円 

平均給与月額    334,163 円 

平均年齢 37 歳 2 月 

令和 4 年 4 月 1 日現在 

平均給料月額    284,320 円 

平均給与月額    337,253 円 

平均年齢 37 歳 1 月 

 

イ．初任給 

区分 一般行政職 
国の制度 

一般行政職 

大学卒 191,700 円 185,200 円 

高校卒 164,100 円 154,600 円 
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ウ．級別職員数 

区   分 
一 般 行 政 職 

級 職員数（人） 構成比（％） 

令和 5 年 4 月 1 日現在 

1 級   

2 級 ２ ４０．０ 

3 級 ２ ４０．０ 

4 級   

5 級   

6 級 １ ２０．０ 

7 級   

計 ５ １００．０ 

令和 4 年 4 月 1 日現在 

1 級   

2 級 １ ２０．０ 

3 級 ２ ４０．０ 

4 級 １ ２０．０ 

5 級   

6 級 １ ２０．０ 

7 級   

計 ５ １００．０ 

※ 構成比は小数点第２位以下を四捨五入しているため、合計が１００％にならない。  

 

 

（級別の基準的な職務内容） 

区   分 1 級 2 級 3 級 4 級 5 級 6 級 7 級 

一般行政職 

定 型 的 な 業

務 を 行 う 職

務 

高 度 の 知 識

又 は 経 験 を

必 要 と す る

業 務 を 行 う

職務 

主任、主査又

は こ れ に 相

当する職務 

係 長 又 は こ

れ に 相 当 す

る職務 

課 長 補 佐 又

は こ れ に 相

当する職務 

課長、副理事

又 は こ れ に

相 当 す る 職

務 

部長、理事 

又 は こ れ に

相 当 す る 職

務 
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エ．期末手当・勤勉手当 

区分 
支 給 期 別 支 給 率 支給率 計 職制上の段階、職務の 

6 月（月分） 12 月（月分）       （月分） 級等による加算措置 

本 年 度 ２．２００ ２．２００ ４．４００ 有 

前 年 度 ２．１５０ ２．１５０ ４．３００ 有 

国 の 制 度 ２．２００ ２．２００ ４．４００ 有 

 

 

オ．定年退職及び勧奨退職に係る退職手当 

区  分 
20 年勤続の者 

（月分） 

25 年勤続の者 

（月分） 

35 年勤続の者 

（月分） 

最高限度 

（月分） 

その他の 

加算措置等 

支給率等 24.586875 33.27075 47.709 47.709 
・退職手当の調整額 

・定年前早期退職 

国の制度 

（支給率等） 
24.586875 33.27075 47.709 47.709 

・退職手当の調整額 

・定年前早期退職 

 

カ．地域手当 

支給対象地域 全 地 域 

支給率 ６％ 

支給対象職員数 ５人 

国の指定基準に 

基づく支給率 
６％ 

 

 

キ．特殊勤務手当 

区    分 全職種 

給料総額に対する比率 ０％ 

支給対象職員の比率 

（令和 5 年 4 月 1 日現在） 
０％ 

代表的な特殊勤務手当の名称 無 

 

 

 

 

 

ク．その他の手当 

区     分 国の制度との異同 差異の内容 

扶 養 手 当 国 と 同 様 － 

住 居 手 当 国 と 同 様 － 

通 勤 手 当 国 と 同 様 － 
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（4） 会計年度任用職員 

                                                          （単位：千円） 

区 分 
職 員 数

（人） 

給    与    費 

共 済 費 合  計 
報 酬 期末手当 計 

本年度 ２ ２，０９１ １５５ ２，２４６ ２６７ ２，５１３ 

前年度 ２ １，９９４ １５１ ２，１４５ ２４１ ２，３８６ 

比 較 ０ ９７ ４ １０１ ２６ １２７ 
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債務負担行為で翌年度以降にわたるものについての前年度末までの支出額又は 

支出額の見込み及び当該年度以降の支出予定額等に関する調書 

                                                            （単位 千円） 

事   項 限度額 

前年度末までの 

支出（見込）額 

当該年度以降の 

支 出 予 定 額  

左  の  財  源  内  訳 

特   定   財   源 
一般財源 

期  間 金 額 期  間 金 額 国府支出金 地 方 債 そ の 他 

コンビニ収納代行 

委託事業 

収納代行 

業務委託料 

令和 2年度

～  

令和 4年度 

1,716 

令和 5年度

～  

令和 6年度 

収納代行 

業務委託料 
   

収納代行 

業務委託料 

集団住民健診事業 20,100   

令和 5年度 

～  

令和 7年度 

20,100 20,100    

計 20,100  1,716  20,100 20,100    
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